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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期
第２四半期
連結累計期間

第87期
第２四半期
連結累計期間

第86期
第２四半期
連結会計期間

第87期
第２四半期
連結会計期間

第86期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年
７月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年
７月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高 （千円） 6,072,1976,286,7533,219,4705,068,65413,991,170

経常利益 （千円） 701,148 536,900 413,314 707,751 817,338

四半期（当期）純利益 （千円） 450,681 283,028 251,143 433,370 567,189

純資産額 （千円） － － 15,755,29915,925,80715,815,349

総資産額 （千円） － － 21,862,55722,256,98321,349,969

１株当たり純資産額 （円） － － 1,046.801,058.391,050.88

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 29.94 18.81 16.69 28.80 37.68

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 72.07 71.55 74.08

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,410,717574,315 － － 3,011,320

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △252,232△679,857 － － △701,788

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △109,324 165,621 － － △498,764

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） － － 10,582,88710,404,57510,344,494

従業員数 （名） － － 306 311 306

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 311

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は僅少であるため記載を省略しております。

　

(2）提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 230

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は僅少であるため記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

塗工機関連機器 2,721,972 －

化工機関連機器 1,110,628 －

その他 114,360 －

合計 3,946,960 －

（注）１　金額は生産原価で、上記の内には外注生産によるものを含んでおります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

塗工機関連機器 4,149,239 － 7,517,939 －

化工機関連機器 4,536,785 － 10,090,825 －

その他 249,449 － 221,697 －

合計 8,935,473 － 17,830,461 －

（注）１　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

塗工機関連機器 3,302,686 －

化工機関連機器 1,589,616 －

その他 176,352 －

合計 5,068,654 －

（注）１　金額は販売価格によっております。　

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

(1）経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国・アジア等を中心とした海外経済の改善に伴う輸出及び

生産に牽引され、緩やかな回復基調にあったものの、後半は欧米経済の懸念に一層の円高や株安も加わり、本格的な

景気回復は厳しく先行き不透明なまま推移いたしました。 

　このような状況のもと、当社グループは、前期に引き続き環境エネルギー分野及び電気電子部材関連に注力し、高

精度薄膜塗工機の拡販に努め、利益面におきましても徹底した経費削減によるコストダウン効果により当初予想よ

りは改善し堅調に推移いたしました。

　また、受注状況につきましては、リチウムイオン電池向け電極塗工装置や海外顧客を中心とした光学機能性フィル

ムの製造装置等に関する受注も回復傾向にあり、堅調に推移いたしました。

その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は5,068百万円（前年同四半期比57.4％増）となり、利益面では経

常利益は707百万円（前年同四半期比71.2％増）、四半期純利益は433百万円（前年同四半期比72.6％増）となりま

した。

受注残高につきましては、海外を中心とした新規設備投資計画が堅調であったため、17,830百万円（前期末比

123.6％増）、うち国内は8,863百万円（前期末比73.6％増）、輸出は8,967百万円（前期末比212.6％増）となりま

した。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

　（塗工機関連機器）

当セグメントは、液晶表示用機能フィルム製造装置関連を中心に低調ながらも推移いたしました。

その結果、売上高は3,302百万円、うち国内売上高1,900百万円、輸出売上高1,402百万円となりました。また、セグ

メント利益は431百万円となりました。

受注残高につきましては、7,517百万円、うち国内は2,012百万円、輸出は5,504百万円となりました。

　

　（化工機関連機器）

　当セグメントは、主力の電気・電子部門向成膜装置など全般的に低調に推移いたしました。

　その結果、売上高は、1,589百万円、うち国内売上高1,246百万円、輸出売上高は342百万円となりました。また、セグ

メント利益は417百万円となりました。

　受注残高につきましては、10,090百万円、うち国内は6,672百万円、輸出は3,417百万円となりました。

　

　（その他）

　当セグメントは、染色整理機械装置、各種機器の部品の製造及び修理・改造等を行っております。

　売上高は176百万円となり、うち国内売上高159百万円、輸出売上高は16百万円となりました。また、セグメント利

益は46百万円となりました。

　受注残高につきましては、221百万円、うち国内は177百万円、輸出は44百万円となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産）　

　流動資産は前連結会計年度末に比べ855百万円増加し、17,983百万円となりました。その主な要因は受取手形及び

売掛金が570百万円減少しましたが、仕掛品が1,257百万円増加したことによります。

　また、固定資産は前連結会計年度末に比べ51百万円増加し、4,273百万円となりました。その主な要因は、有価証券

の時価評価により投資有価証券が134百万円減少しましたが、有形固定資産が159百万円増加したことによります。

　

（負債）

　流動負債は前連結会計年度末に比べ631百万円増加し、4,943百万円となりました。その主な要因は支払手形及び買

掛金が678百万円、未払法人税等が249百万円、短期資金調達により短期借入金が50百万円がそれぞれ増加、また前受

金が293百万円減少したことによります。

　固定負債は前連結会計年度末に比べ165百万円増加し、1,387百万円となりました。その主な要因は、借入金の約定

により長期借入金が169百万円増加したことによります。

　

（純資産）　

　純資産は前連結会計年度末に比べ110百万円増加し、15,925百万円となりました。その主な要因は、前連結会計年度

に係る期末配当金を90百万円支払ったこと、その他有価証券評価差額金が80百万円減少したこと、また四半期純利

益を283百万円計上したことによります。

　

　

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末と比較して479百万円増

加し、10,404百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によって得られたキャッシュ・フローは前年同四半期比1,749百万円減少し、574百万円となりました。こ

れは主に売上債権の増加による収入の減少が3,821百万円、また仕入債務の増加による支出の減少が877百万円と

なったことによります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によって使用されたキャッシュ・フローは前年同四半期比124百万円増加し、268百万円となりました。こ

れは主に有形固定資産の取得による支出が127百万円増加したことによります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によって得られたキャッシュ・フローは173百万円（前年同四半期は51百万円の支出）となりました。こ

れは主に、長期運転資金確保のため長期借入による収入が200百万円増加したこと、また、短期借入金の純減少額が

20百万円減少したことによります。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容（会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

１．基本的な考え方と提案の理由

　当社は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模買付行為に応じて当社株式の売

却を行うか否かは、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。

　そして、株主の皆様が適切な判断を行うためには、大規模買付行為が行われようとする場合に、当社取締役会を

通じ、株主の皆様に十分な情報が提供されることが必要であると考えます。

　そこで、当社取締役会としては、株主の皆様の判断のために、大規模買付行為に関する情報が大規模買付者から

提供された後、これを評価・検討し、取締役会としての意見を取りまとめて開示します。また必要に応じて、大規

模買付者と交渉したり株主の皆様へ代替案を提示したりすることもあります。

　当社は、1935年（昭和10年）の創業以来、お客様や株主の皆様、お取引先、地域社会の方々など、多くのステーク

ホルダーに支えられ、現在はコーティングを核とした技術を通じて社会・産業の発展に寄与してまいりました。

　このように当社グループの事業も拡大してきたことにより、社会や多くのステークホルダーの皆様からの期待

も増し、これまで以上に果たすべき社会的責任が大きくなってきていると認識しております。

　当社の株券等に対する買収提案がなされた場合、その提案内容が妥当かどうかを株主の皆様が短期間の間に適

切に判断するためには、大規模買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可

欠であると考えます。

　当社取締役会は、このような基本的な考え方に立ち、大規模買付行為が一定の合理的なルールに従って行われる

ことが、当社及び株主全体の利益に合致すると考え、以下に述べます大規模買付者による情報提供及び当社取締

役会による対抗措置の発動に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定することといたし

ました。

　

２．大規模買付ルールの内容

　当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者は当社取締役会に対して必要かつ十分な

情報を提供し、当社取締役会が当該情報を検討するために必要である一定の評価期間が経過した後にのみ、大規

模買付者は大規模買付行為を開始するというものです。

　大規模買付ルールの概要は以下のとおりです。

(1）対象となる買付

　特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注３）の

買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（いずれ

についてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。また、市場取引や公開買付等の具体的な買付

方法の如何を問いません。以下、このような買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を

「大規模買付者」といいます。）がなされた場合に大規模買付ルールに定める手続きに従い、新株予約権の発

行等の検討がなされることとなります。

注１：特定株主グループとは、

(ｉ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づき

保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者を

いい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）または、

(ⅱ）当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付等（同法第27条の２第１項に規定する買付等を

いい、取引所有価証券市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定

する特別関係者をいいます。）を意味します。

注２：議決権割合とは、

(ｉ）特定株主グループが、注１の（ｉ）記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定す

る株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等

の数をいいます。）も加算するものとします。）または、

(ⅱ）特定株主グループが、注１の（ⅱ）記載の場合は、当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等所有割合（同法第27条の２

第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。各株券等所有割合の算出に当たっては、総議決権（同法第

27条の２第８項に規定するものをいいます。）及び発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。）

は、有価証券報告書、半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとし

ます。

注３：金融商品取引法第27条の23第１項又は同法第27条の２第１項に規定する株券等を意味します。以下同じとします。
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(2）意向表明書の提出

　まず、大規模買付者は、事前に当社取締役会宛に大規模買付ルールに従う旨の意向表明書を書面にてご提出い

ただきます。

　当該意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規模

買付行為の概要を明示していただきます。

　なお、当該意向表明書の言語は、日本語に限らせていただきます。当社取締役会は、当該意向表明書を受領後す

みやかに、当該意向表明書を受領した事実を開示します。

(3）独立委員会の設置

　当社は、本対応方針の具体的運用が適正に行われること、並びに株主の皆様の利益及び当社の企業価値を守る

ために適切と考える方策を取る場合におけるその判断の合理性及び公正性を担保するために、当社取締役会か

ら独立した機関として独立委員会を設置します。

　独立委員会は当社取締役会により設置・選任され、委員は３名以上とします。委員の選任にあたっては、公正

で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役・社外監査役の

ほか、社外有識者の中から選任します。

　委員の任期は３年とし、重任を認めるものとします。なお、増員または補欠として選任された委員の任期は、他

の在任委員の任期の満了すべき時までとします。

(4）独立委員会の機能

　独立委員会は、下記(5）で大規模買付者から提供される情報が必要かつ十分であるかを当社取締役会が判断

する際に、当社取締役会に対して助言を行います。

　また、独立委員会は、後述３(1）内の①ないし③記載の事項に該当するかどうかを参考にして、大規模買付行

為が当社及び株主全体の利益を著しく損なうものとされるか否かについて評価・検討し、独立委員会としての

意見を慎重にとりまとめ、当社取締役会に対して答申します。

　さらに、独立委員会は、当社及び株主全体の利益を著しく損なうものと判断される大規模買付行為に対して、

新株予約権の発行等、会社法その他の法律及び当社定款により認められる対抗措置を取るよう当社取締役会に

対して具申します。

(5）情報の提供

　次に、当該大規模買付者から、株主の皆様の判断及び当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な

情報（以下「本必要情報」といいます。）を提供していただきます。なお、本必要情報の言語は、日本語に限ら

せていただきます。

　当社取締役会は、上記(2）の意向表明書を受領した後10営業日（初日不算入）以内に、適宜提出期限を定めた

上、当初提供していただくべき本必要情報のリストを当該大規模買付者に交付します。本必要情報の具体的内

容は、大規模買付者の属性または大規模買付行為の内容によって異なりますが、一般的な項目の一部は以下の

とおりです。

①　大規模買付者及びそのグループに関する詳細な情報（大規模買付者の資本構成、財務内容、事業内容、当社

の事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます。）

②　大規模買付行為の目的及び内容

③　当社株式の取得対価の算定根拠

④　当社株式の取得資金の裏付け

⑤　当社の経営に参画した後に想定している経営方針、経営戦略、事業計画、財務計画、資本政策、配当政策、資産

活用策等（以下「買付後経営方針等」といいます。）

⑥　大規模買付行為完了後に予定する当社の従業員、顧客、取引先等の処遇の変更の有無及びその内容

　当社取締役会は、独立委員会の助言を受けながら、当初提供していただいた情報を精査した結果、それだけで

は株主の皆様の判断または当社取締役会としての意見形成のためには不十分と認められる場合には、大規模買

付者に対して適宜回答期限を定めた上、本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。当社取締役会は、

本必要情報が揃った時点で、本必要情報の提供が完了した旨を証する書面を当該大規模買付者に交付します。

　当社取締役会は、本必要情報の提供が完了した旨を証する書面を当該大規模買付者に交付後すみやかに、当該

書面を交付した事実及びその交付日を開示します。また、当社取締役会に提供された本必要情報について株主

の皆様の判断のために必要であると認める場合に、適切と判断する時点で、その全部または一部を開示します。
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(6）取締役会による検討期間

　当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、本必要情報の提供が完了した旨を証する書面を当

社取締役会が大規模買付者に交付した日から起算して原則として60日間（対価を現金（円貨）のみとする公

開買付による当社全株式の買付の場合）または原則として90日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締

役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）と

して与えられるべきものと考えます。

　従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。

　当社取締役会は、取締役会評価期間中、外部専門家等の助言を受けながら、提供された本必要情報を十分に評

価・検討し、さらに独立委員会からの具申を尊重し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表しま

す。

　また、必要に応じ大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会とし

て株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

　

３．大規模買付行為が行われた場合の対応方針

(1）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は

とりません。この場合には、大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提案及

び当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。

　ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、独立委員会の具申を最大限尊重した上で、取締

役会の評価として当該大規模買付行為が株主全体の利益を著しく損なうものと判断した場合には、当社取締役

会は取締役の善管注意義務に基づき、株主の皆様の利益を守るために適切と考える方策を取ることがありま

す。

　当社取締役会は、当該大規模買付行為が株主全体の利益を著しく損なうものと判断する場合として、以下のい

ずれかに該当するおそれのある場合を想定しております。

①　当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず当社の株券等を買い占め、当該株券等について、当社また

は当社グループ会社による高値での買取りを目的として大規模買付行為を行う場合

②　当社の経営を一時的に支配して、当社または当社グループ会社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の

犠牲の下に大規模買付者等の利益を実現する経営を行うことを目的として大規模買付行為を行う場合

③　当社または当社グループ会社の資産を、当該大規模買収者及びそのグループの債務の担保や弁済原資とし

て流用することを目的として大規模買付行為を行う場合

④　当社の経営を一時的に支配して、当社または当社グループ会社の事業に当面関係していない高額資産等を

処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を

ねらって高価で売り抜けることを目的として大規模買付行為を行う場合

⑤　強圧的二段階買収（大規模買付者の提示する当社株式の買付方法が、最初の買付で全株式の買付を勧誘す

ることなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式買付を行う

ことをいいます）等株主に株券等の売却を事実上強制することを目的として大規模買付行為を行う場合

(2）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、当社取締役

会は、独立委員会の具申を最大限尊重した上で、当社及び株主全体の利益を守ることを目的として、新株予約権

の発行等、会社法その他の法律及び当社定款により認められる対抗措置をとり、当該大規模買付行為に対抗す

る場合があります。

　具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択す

ることとします。

　なお、実際に新株予約権を発行する場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないこと

を新株予約権の行使条件とすること、及び一部取得条項を付与し新株予約権の取得の対価として当社株式を交

付することなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間及び行使条件を設けることがあります。
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４．株主・投資家に与える影響等

(1）大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等

　大規模買付ルールは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現に当社

の経営を担っている当社取締役会の意見を株主の皆様に提供し、さらには株主の皆様が代替案の提示を受ける

機会を確保することを目的としています。

　これにより、株主の皆様は、適切な情報のもとで大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断をする

ことが可能となり、そのことが株主全体の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルー

ルの設定は、株主及び投資家の皆様が適切な投資判断を行ううえでの前提となるものであり、株主及び投資家

の皆様の利益に資するものであると考えております。

　なお、上記３において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより、大規模買付

の行為に対する当社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の

動向にご注意ください。

(2）対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は当社及び株主全体の利益を守

ることを目的として、会社法その他の法律及び当社定款により認められる対抗措置をとることがありますが、

当該対抗措置の仕組上株主の皆様（大規模買付ルールに違反した大規模買付者を除きます。）が法的権利また

は経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。

　当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び金融商品取引所規則に従って適時

適切な開示を行います。対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続として、別途当社取締役会が決定

し公告する基準日までに株主名簿への記載または記録（名義書換）を完了していただく必要があります。その

上で、対抗措置として考えられるもののうち、株主割当による新株予約権の発行の場合には、その発行の態様に

より、新株を取得するために所定の期間内に申込みをしていただく、または一定の金額の払込みをしていただ

く必要がある場合がございます。

　かかる手続の詳細につきましては、実際に新株予約権を発行することとなった際に、法令に基づき別途お知ら

せします。

　当社取締役会は、一旦新株予約権の発行を決定し、または権利の割当を受けるべき株主が確定した後において

も、以下のような事情がある場合には、行使期間開始日までの間は、当該新株予約権の発行の中止または発動後

においては本新株予約権の消却（無償取得）を行うことができるものとします。

　具体的には、対抗措置発動により新株予約権の発行を決定した後、大規模買付者が大規模買付行為を撤回した

場合、その他大規模買付等が存在しなくなった場合、または対抗措置発動の判断の前提となった事実関係等に

変動が生じ、当該大規模買付行為が株主全体の利益を著しく損なうものではないと判断するに至った場合に、

当該新株予約権の発行の中止または消却（無償取得）を行うことができるものとします。この場合、当社取締

役会は当該事項について決定後、すみやかに情報開示を行います。

　なお、新株予約権の権利の割当を受けるべき株主が確定した後において当該新株予約権を消却（無償取得）

する場合には、一株あたりの株式の価値の希釈化は生じませんので、当社株式の株価の希釈化が生じることを

前提にして売買を行った投資家の方は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。

　

５．大規模買付ルールの有効期限

　本対応方針及び大規模買付ルールの有効期限は平成20年６月27日開催の定時株主総会後、最初に開催される当

社取締役会の終了の時から平成23年３月期の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとします。

　

６．大規模買付ルールの廃止及び変更

　大規模買付ルールの導入後、有効期限の満了前であっても、株主総会若しくは当社取締役会において大規模買付

ルールを廃止する旨の決議がなされた場合には、大規模買付ルールはその時点で廃止されるものとします。

　また、当社取締役会は、有効期限の満了前であっても、独立委員会の承認を得た上で大規模買付ルールを修正ま

たは変更する場合があります。

　当社は、大規模買付ルールの廃止または変更がなされた場合には、その事実及び変更等の場合にはその内容等に

ついて、情報開示をすみやかに行います。

　

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、71百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。

　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,394,379 15,394,379
大阪証券取引所

（市場第二部）
単元株式数1,000株

計 15,394,379 15,394,379 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 15,394,379－ 1,847,821－ 1,339,654
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（６）【大株主の状況】

　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
1,450 9.41

ヒラノ会 奈良県北葛城郡河合町大字川合101番地の１ 1,160 7.53

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 1,000 6.49

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 957 6.21

オーエム０４エスエスビークライ

アントオムニバス

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000

AUSTRALIA

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

869 5.64

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 737 4.78

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 731 4.74

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 665 4.31

ザチェースマンハッタンバンクエ

ヌエイロンドンエスエルオムニバ

スアカウント

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行　決済営業部）

Woolgate House, Coleman Street,

London EC2P 2HD ENGLAND

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

532 3.45

株式会社ヒラノテクシード 奈良県北葛城郡河合町大字川合101番地の１ 347 2.25

計 － 8,448 54.88

（注）１　ヒラノ会は、当社取引先持株会であります。

２　上記のうち信託業務にかかる株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 957千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 665千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 347,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,963,000 14,963 －

単元未満株式 普通株式 84,379 － －

発行済株式総数 15,394,379 － －

総株主の議決権 － 14,963 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式192株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ヒラノテクシード

奈良県北葛城郡

河合町大字川合101－１
347,000 － 347,000 2.25

計 － 347,000 － 347,000 2.25

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高（円） 1,139 1,160 1,130 1,000 960 985

最低（円） 1,025 1,002 993 766 741 849

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,618,864 6,630,436

受取手形及び売掛金 3,913,728 4,484,245

有価証券 2,566,710 4,195,058

仕掛品 2,564,318 1,307,080

原材料及び貯蔵品 94,579 92,742

その他 227,915 424,301

貸倒引当金 △2,571 △6,046

流動資産合計 17,983,546 17,127,819

固定資産

有形固定資産 ※
 3,020,778

※
 2,861,127

無形固定資産 161,621 189,534

投資その他の資産

投資有価証券 678,649 813,527

その他 420,379 365,953

貸倒引当金 △7,993 △7,993

投資その他の資産合計 1,091,036 1,171,487

固定資産合計 4,273,437 4,222,149

資産合計 22,256,983 21,349,969
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,480,759 2,802,437

短期借入金 50,000 －

1年内返済予定の長期借入金 436,836 397,696

未払法人税等 262,650 12,891

前受金 212,812 506,584

賞与引当金 175,250 173,812

製品保証引当金 14,700 19,900

その他 310,869 399,003

流動負債合計 4,943,879 4,312,324

固定負債

長期借入金 479,532 309,620

退職給付引当金 729,748 763,188

役員退職慰労引当金 152,320 146,000

資産除去債務 22,415 －

その他 3,280 3,487

固定負債合計 1,387,297 1,222,295

負債合計 6,331,176 5,534,620

純資産の部

株主資本

資本金 1,847,821 1,847,821

資本剰余金 1,339,722 1,339,722

利益剰余金 13,042,659 12,849,929

自己株式 △404,848 △402,783

株主資本合計 15,825,355 15,634,689

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 100,451 180,659

評価・換算差額等合計 100,451 180,659

純資産合計 15,925,807 15,815,349

負債純資産合計 22,256,983 21,349,969
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 6,072,197 6,286,753

売上原価 4,683,108 4,973,535

売上総利益 1,389,089 1,313,218

販売費及び一般管理費 ※
 704,458

※
 820,182

営業利益 684,631 493,035

営業外収益

受取利息 4,410 5,427

受取配当金 11,022 11,179

受取保険金 － 12,070

その他 14,284 22,472

営業外収益合計 29,717 51,149

営業外費用

支払利息 9,729 5,860

その他 3,471 1,424

営業外費用合計 13,200 7,284

経常利益 701,148 536,900

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,082 6,905

特別利益合計 5,082 6,905

特別損失

投資有価証券評価損 － 3,390

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12,039

投資有価証券売却損 － 114

特別損失合計 － 15,544

税金等調整前四半期純利益 706,230 528,260

法人税、住民税及び事業税 255,198 256,008

法人税等調整額 349 △10,775

法人税等合計 255,548 245,232

少数株主損益調整前四半期純利益 － 283,028

四半期純利益 450,681 283,028
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 3,219,470 5,068,654

売上原価 2,487,890 3,946,959

売上総利益 731,580 1,121,694

販売費及び一般管理費 ※
 321,075

※
 426,891

営業利益 410,505 694,802

営業外収益

受取利息 2,263 3,525

受取配当金 143 151

還付加算金 － 3,614

その他 7,976 8,617

営業外収益合計 10,384 15,909

営業外費用

支払利息 5,127 2,722

利息返還損 2,268 －

その他 178 237

営業外費用合計 7,574 2,959

経常利益 413,314 707,751

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,855 2,604

その他 － 30

特別利益合計 4,855 2,634

特別損失

投資有価証券売却損 － 114

特別損失合計 － 114

税金等調整前四半期純利益 418,169 710,271

法人税、住民税及び事業税 131,596 255,044

法人税等調整額 35,430 21,856

法人税等合計 167,026 276,901

少数株主損益調整前四半期純利益 － 433,370

四半期純利益 251,143 433,370
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 706,230 528,260

減価償却費 197,443 202,975

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,035 1,438

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,025 △3,475

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,066 △33,439

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9,583 6,320

製品保証引当金の増減額（△は減少） △7,400 △5,200

受取利息及び受取配当金 △15,433 △16,606

支払利息 9,729 5,860

固定資産売却損益（△は益） △261 △162

売上債権の増減額（△は増加） 3,836,973 276,746

たな卸資産の増減額（△は増加） △25,678 △1,260,685

仕入債務の増減額（△は減少） △1,596,069 660,325

その他 △153,770 △40,061

小計 2,938,124 322,296

利息及び配当金の受取額 15,309 17,856

利息の支払額 △9,729 △5,860

法人税等の支払額 △532,986 △5,840

法人税等の還付額 － 245,864

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,410,717 574,315

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,000 △301,000

定期預金の払戻による収入 1,000 1,000

有形固定資産の取得による支出 △214,323 △346,599

有形固定資産の売却による収入 589 250

無形固定資産の取得による支出 △8,760 △10,855

投資有価証券の取得による支出 △8,776 △1,741

投資有価証券の売却による収入 － 485

その他 △20,962 △21,396

投資活動によるキャッシュ・フロー △252,232 △679,857

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 30,000 50,000

長期借入れによる収入 250,000 450,000

長期借入金の返済による支出 △235,668 △240,948

自己株式の取得による支出 △2,968 △2,065

配当金の支払額 △150,288 △90,629

その他 △398 △735

財務活動によるキャッシュ・フロー △109,324 165,621

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,049,160 60,080

現金及び現金同等物の期首残高 8,533,727 10,344,494

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,582,887

※
 10,404,575

EDINET提出書類

株式会社ヒラノテクシード(E01548)

四半期報告書

20/34



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日）

　会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ654

千円、税金等調整前四半期純利益は、12,694千円減少しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は22,173千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

　　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額 3,625,359千円 ※　有形固定資産の減価償却累計額 3,460,053千円

　　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費の主なもの ※　販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当 160,945千円

賞与引当金繰入額 39,227千円

退職給付費用 16,753千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,887千円

給料及び手当 174,516千円

賞与引当金繰入額 42,276千円

退職給付費用 19,403千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,830千円

　

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費の主なもの ※　販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当 73,351千円

賞与引当金繰入額 21,890千円

退職給付費用 8,479千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,441千円

給料及び手当 83,802千円

賞与引当金繰入額 24,454千円

退職給付費用 9,698千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,917千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定 7,123,278千円

有価証券 3,940,609千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △481,000千円

現金及び現金同等物 10,582,887千円

現金及び預金勘定 8,618,864千円

有価証券 2,566,710千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △781,000千円

現金及び現金同等物 10,404,575千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

　

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式（株） 15,394,379

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式（株） 347,192

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 90,297 6.00平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

　

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月５日

取締役会
普通株式 75,235 5.00平成22年９月30日平成22年12月６日利益剰余金

　

５　株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　
塗工機関連機
器（千円）

化工機関連機
器（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 1,651,0121,409,949158,5093,219,470 － 3,219,470

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － (－) －

計 1,651,0121,409,949158,5093,219,470 (－) 3,219,470

営業利益又は営業損失（△） 415,928△23,237 17,814410,505 (－) 410,505

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　
塗工機関連機
器（千円）

化工機関連機
器（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 3,687,5962,092,341292,2606,072,197 － 6,072,197

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － (－) －

計 3,687,5962,092,341292,2606,072,197 (－) 6,072,197

営業利益 567,90287,081 29,648684,631 (－) 684,631

（注）１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1）塗工機関連機器

各種コーティング、ラミネーティング装置並びにこれらに付随する乾燥熱処理装置及びライン制御装置

(2）化工機関連機器

各種成膜装置、不織布・高機能繊維製造装置、フラットパネル塗布乾燥装置、真空蒸着装置並びにこれら

に付随する乾燥・熱処理装置及びライン制御装置

(3）その他

染色整理機械装置、各種機器の部品の製造及び修理・改造等

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　 東アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 551,067 776,418 26,533 1,354,018

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 3,219,470

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
17.1 24.1 0.9 42.1

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

（国又は地域の区分の変更）

従来、北米は「その他の地域」に含めておりましたが、当第２四半期連結会計期間において、当該地域の売

上高が連結売上高の10％を超えたため、「北米」として区分掲記しております。なお、前第２四半期連結会

計期間における北米の海外売上高は705千円であります。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）東アジア……台湾・韓国・中国

(2）北米……アメリカ

(3）その他の地域……マレーシア

３　海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の輸出高の合計額であります。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　 東アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,444,704 1,062,938 34,492 2,542,134

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 6,072,197

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
23.8 17.5 0.6 41.9

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

（国又は地域の区分の変更）

従来、北米は「その他の地域」に含めておりましたが、当第２四半期連結累計期間において、当該地域の売

上高が連結売上高の10％を超えたため、「北米」として区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累

計期間における北米の海外売上高は10,264千円であります。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）東アジア……台湾・韓国・中国

(2）北米……アメリカ

(3）その他の地域……マレーシア

３　海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の輸出高の合計額であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品・サービス別に国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従って、当社は、製品・サービス別セグメントから構成されており、「塗工機関連機器」、「化工機関連機

器」及び「その他」の３つを報告セグメントとしております。　

　「塗工機関連機器」は各種コーティング、ラミネーティング装置並びにこれらに付随する乾燥熱処理装置

及びライン制御装置の製造販売をしております。「化工機関連機器」は各種成膜装置、不織布・高機能繊維

製造装置、フラットパネル塗布乾燥装置、並びにこれらに付随する乾燥・熱処理装置及びライン制御装置の

製造販売をしております。「その他」は染色整理機械装置、各種機器の部品の製造及び修理・改造等を行っ

ております。

　　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
塗工機関連機器 化工機関連機器 その他

売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部

売上高又は振替高

4,118,119

－

1,832,198

－

336,436

－

6,286,753

－

計 4,118,1191,832,198 336,436 6,286,753

セグメント利益 479,170 338,855 74,128 892,153

　

　　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

（単位：千円）

　
報告セグメント

合計
塗工機関連機器 化工機関連機器 その他

売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売

上高又は振替高　

3,302,686

－

1,589,616

－

176,352

－

5,068,654

－

計 3,302,6861,589,616 176,352 5,068,654

セグメント利益 431,017 417,779 46,290 895,086
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　

　　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）　

　　（単位：千円）

利益　 金額

報告セグメント計

全社費用（注）　

892,153

△399,118

四半期連結損益計算書の営業利益 493,035

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

　　当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）　

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計

全社費用（注）　

895,086

△200,284

四半期連結損益計算書の営業利益 694,802

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。　

　

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　　

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　該当事項はありません。　

　

（賃貸等不動産関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　該当事項はありません。　

EDINET提出書類

株式会社ヒラノテクシード(E01548)

四半期報告書

28/34



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

1,058.39円 1,050.88円

　

（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

項目
当第２四半期連結会計期間末

（平成22年９月30日）　

前連結会計年度末

（平成22年３月31日）　

純資産の部の合計額（千円）  15,925,807  15,815,349

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）  － －

普通株式に係る純資産額（千円） 15,925,807 15,815,349

普通株式の発行済株式数（株）　 15,394,379 15,394,379

普通株式の自己株式数（株）　 347,192 344,754

１株当たりの純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（株）
15,047,187 15,049,625
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２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 29.94円 １株当たり四半期純利益金額 18.81円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 450,681 283,028

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 450,681 283,028

普通株式の期中平均株式数（株） 15,052,134 15,048,860

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 16.69円 １株当たり四半期純利益金額 28.80円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 251,143 433,370

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 251,143 433,370

普通株式の期中平均株式数（株） 15,051,323 15,048,348
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　著しい変動はありません。　

　

２【その他】

　第87期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月５日開催の取締役会に

おいて、平成22年９月30日を基準日として、株主または登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

いたしました。

①　配当金の総額 75,235千円

②　１株当たりの金額 ５円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

　

　 　平成21年11月９日
株式会社ヒラノテクシード 　 　
取　締　役　会　御　中 　 　

　

　 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 浅　賀　裕　幸　　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 藤　井　睦　裕　　　印

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ヒラノテクシードの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半

期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年

４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒラノテクシード及び連結

子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

　

　 　 平成22年11月８日
株式会社ヒラノテクシード 　 　
取　締　役　会　御　中 　 　

　

　 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 浅　賀　裕　幸　　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 藤　井　睦　裕　　　印

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ヒラノテクシードの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半

期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒラノテクシード及び連結

子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　上　

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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